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風間規男学位申請論文 『防災政策ネットワークの研究－ガバナンス時代のリスク管理－』 
審査報告書 
 
【論文の構成】 
 本論文は A4判 229頁（含注）に及び、次のように構成されている。 
          序言 
         第一章「防災とは何か」 
         第二章「国民国家と防災政策」 
         第三章「防災政策と防災ネットワ－ク諭」 
         第四章「災害対策基本法の制定」 
         第五章「阪神・淡路大震災と防災ネットワーク」 
          結語 
 
【論文の目的とアプローチ】 
 本論文は阪神・淡路大震災に触発されたものであることには間違いないが、単にその一事
例のケース・スタディに終わるものではなく、日本の防災政策を総体として取り扱うことを
目的としている。そのため、①災害をもたらすこととなる災害誘因の発生を起点とし、②そ
の誘因の発生から被害がもたらされるまでをプロセスとして捉え、それに、③将来発生する
であろうと予測される災害の被害をリスクとして評価し、一連の防災政策（法律や計画を含
む）が策定される事実を組み合わせて、防災概念を立体的に構築しながら望ましい防災政策
の策定と実施の体制の構築を目指そうとする。このように「防災政策」という政策領域全体
に視点を広げ、その構造的特徴をあぶり出すことに主眼が置かれている。第 1章から第 3章
までの前半は、主に理論的分析に焦点が当てられ、後半の第 4章と第 5章は主として実証的
分析に当てられている。両者には整合性があり、防災政策を巡るアクター間の相互作用とい
う関係性に視点を当て、その関係性を変更する戦略を提示しようとしていることで、前半と
後半がうまくミックスされており、単なる事実の説明に終わっていない。 
 方法論的には、政策学（科学）、新制度論の系譜に属する政策ネットワーク論などを活用し
ながら、「イシュー・エリア・アプローチ」によって防災政策に焦点を絞ったメゾレベルの分
析を試みている。問題意識は、阪神・淡路大震災でガバメントを中心にして形成されていた
旧来の政策ネットワークが機能不全に陥ったことに発しているが、その原因を究明するため
に、国民国家としての近代国家の性格そのものに遡って解明の手掛かりとし、ガバメントに
代わるガバナンスの必要性を強調するという結論となっている。その中から現状を変革する
戦略へのヒントが求められるキー概念として、政策ネットワーク、そしてガバメントに代わ
るガバナンスが用いられている。 
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【論文概要とコメント】 
 第 1章「防災政策とは何か」は、「災害とは何か」、「防災とは何か」、「政策とは何か」の諸
節により構成されている。災害は誘因から見て、人為的事故、外国からの攻撃、および公害
に分類されている。このうち外国からの武力的攻撃は、国のレベルにおける「ゲーム・駆け
引き」が絡み、特別の対応が必要なものとして災害概念から除外され、公害もまたその現れ
が可視的であるのに対し、まだ被害の現れない段階から対応を迫られる災害の場合とは根本
的に異なる対応が必要である、とされている。ここに自然災害が加えられていないのは、こ
こで言う災害が人々への被害が人為の媒介によってである、という認識による。ただし、人
為にも作為的なものと無作為なものがあることを見落としてはならない。寺田寅彦が「天災
と国防」という論文の中において「災害誘因が社会の有機的な関係を通して波及的に大被害
をもたらす」と指摘していることが引用され、天災の多くでも人災による被害が発生すると
いう立場が取られている。その上で、災害誘因の発生前から復旧に至る一連のプロセス、特
に社会的過程を強調し、複合的・重層的要因が絡み、影響し合いながら時間的な拡がりの中
で「災害」を構成していく、とされている。ここで興味深いのは、リスクの概念を危険を費
用化して時系列的にすることであるとし、リスク管理を危機管理と並ぶ防災政策の構成要素
としていることである。 
 災害に対応して防災がなされるが、そのフェーズとしては、①予防、②準備、③応急、④
復旧の四段階が想定されている。そこで予報ないし予知が取り上げられていないのが気にか
かるのに加え、第三の応急が第一次的救出の印象を免れないので、response の訳としては不
十分だと思われる。また自然災害は予防されるのではなく、その影響を緩和しうるに過ぎな
い。しかし、いずれにしてもその一連のフェーズに対する対策ないしそのプロクラムが災害
の連続性に対応して、一つの流れもしくはシステムを構成し、その全体的把握ないし管理が
必要である、と指摘している点は、評価に価する。そのためには、当然のことながら官民を
問わず、多様なアクターがネットワーク的な関係を構成し、社会に分散している希少資源を
動員し、望ましい対策を講じなければならない。「ガバメント」に代わって「ガバナンス」の
登場が不可避なのはこのためであるとする。危機管理にしてもリスク管理にしても、ガバナ
ンスによってよりよくなされるのであろうが、特に両者の間に補完的関係があるとすれば、
なおさらである。筆者は、日本の防災政策を考える際には、防災政策に係わるアクター間、
プログラム間の関係性の中で全体の機能向上を模索する必要性を強調している。そのアクタ
ーが官民双方に拡がっているとすると、従来政府を以って公共政策の主体としていた考え方
を改めなければならないが、その場合、それではそもそも「公共性とは何なのか」が問い直
されなければならない。 
 第 2章「防災政策と国民国家」は、前章を承けて、防災政策とは災害から人間の生命・財
産を守るための各種の法律や法令および計画ないしプログラムの総体であると定義し、従来
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それらが形成される中心であった国民国家において、国家ないしその政府がどのような思想
で、またどのような歴史的文脈の中でそれらの諸問題に携わってきたかを論じている。先ず、
マックス・ヴェーバーやアンソニー・ギデンズ及びウルリッヒ・ベックに依拠しつつ近代の
性格を分析し、それ以前との非連続性を明らかにして、近代においては自然もまた制御され、
従って自然を誘因とする脅威や危険をも制御が可能であるという発想が支配的となったこと
を、指摘している。近代は自然と社会とを含めて制御する制度装置を考案したが、それには
①資本主義、②産業主義、③監視、④軍事力が含まれる。近代はこれらの諸制度が再起的モ
ニタリングを繰り返しながら展開されるが、国家はそのうち監視と軍事力を独占した「権力
容器」となった。国民国家はその土壌の上に国民に存立の基盤を置き、その福祉に対する配
慮によって正当性を確保するものとして成立した。それは当然民主的国家でなければならな
かったが、その要請は国家の体系における防災政策の位置付けに大きな影響を及ぼさずには
おかなかった。 
 その基底には「安全性」に対する考えがあったが、それに影響を与えた思想家として、ホ
ッブズとロックが挙げられる。ロックの労働による富の拡大という思想は、ヒュームやベン
サムに至り、「欲求の全面的開花」の思想となり、「欲求解放」の思想となった。この思想は
アダム・スミスによって「夜警国家」の概念となり、国家が「欲求の体系」としての社会に
介入するためには、立憲主義と代議制民主主義が求められるようになった。 
 「欲求の体系」としての社会は、多元的に拡散していく傾向を内在化して持っているが、
それに対して安全の観点から「統合」のベクトルを持つ思想家も多数存在する。ホッブズに
続いて特筆すべきは、ルソーであった。彼らは、人間が安全に生きるための統合された国家
像を提示しているが、特にルソーはそれを民主主義的に正当化した。このようにイデオロギ
ー的に正当性を保障された国家が安全を保障するために生み出した制度的装置が、官僚制で
あった。筆者は、国民国家は当初「立法国家」として現れる、と主張する。立法国家は後に
発達する「行政国家」と対比して用いられることが多いが、議会主義の成立を以って「立法
国家」とするのには疑問も多く、通常は「行政国家」に対比する概念として「司法国家」と
いう概念が用いられている。それはともあれ、ヒエラルキー的に組織されて民主主義とは矛
盾する官僚制も、ヴェーバーの論理としては、議会から選出され、議会に対して責任を有す
る大臣を長とする他首的官僚制となることによって、民主主義と両立しうるものとなる。し
かし実際には、ヒエラルキー的に組織され匿名性を獲得した官僚制による支配が行われ、そ
れは所詮分業の体系により目的合理性を発揮するように組織された集団であり、分散的な支
配であることは避けられなかった。それにも拘わらず、自由主義的国家においても政府に社
会的資源を集中・独占させ、官僚制を中心として社会問題を解決していくという統治パター
ンが成立した。これを称して「ガバメント」と言うのが、筆者の見解である。 
 他方、近代国家において都市化が進行してくると、都市は城壁を喪失し、都市内部におけ
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る「安全」の確保が難しくなってくる。合理的な都市計画は都市に人口と富とを能率的に集
積することを可能にするが、その反面で本来持っていた冗長性を失わせ、都市機能の一部の
破壊が広範囲にダメ－ジをもたらす危険が増大した。かくして、「過剰感染＝過剰被害」が「非
免疫型近代災害」により生命や財産の失われるリスクを高めていった。このような過程を通
じて防災に対する第一次的責任は資源の乏しい都市に残されたが、防災の問題はいやおうな
しに国家化されていった。このようにして「リスクの社会化」が行われ、本来自由を保障さ
れているべきはずの社会に安全確保を理由に国家が介入することになった。この現象を、筆
者は、市野川容孝氏の言葉を借りて「安全の構造転換」と呼んでいる。 
 近代国家はやがて福祉国家として発展していくが、福祉国家は、社会の高度なリスク分散
のメカニズムとして捉えられている。福祉国家はそのための社会保障制度を軸として展開さ
れることとなるが、災害における安全と社会保障制度で守ろうとする安全とは、言葉は同じ
でも性格が異なり、それをパラレルに論ずる筆者の論調は、いささか場違いの感を免れない。
それはともあれ、国民国家は、大衆民主主義を経てやがて行政国家へと進展していく。行政
国家の捉え方は、日本における定説に従って議会が実権を持つ「立法国家」と対比されてい
るが、ヨーロッパではこのような対比が存在しないことを改めて指摘しておく。しかし、そ
れは安全の構造転換に対応して発達し、国家レベルにおける資源の集中、詳細な実施基準の
用意、サービスの規格化などを伴うという主張は、当を得ている。 
原子物理学や遺伝子工学など高度のテクノロジーの発達は、産業化と結び付くことによっ
て人類の生存にとって多大な危険を生み出し、リスクを配分する「リスク社会」を求める。
リスク社会におけるリスク管理は、階級性を持たないと言う。何故なら、そこには総ての人々
に帰着する「ブーメラン効果」があるからである。これは、我々が現代社会において直面し
ている大規模な危険ないしリスク、テクノロジーおよび経済の相互関係である。筆者はここ
では指摘していないが、行政国家においてこれら三者を動員して有効に社会的諸問題の解決
に結びつける役割を果たすのが、国家の官僚制であろう。ガルブレイスは、かつてそれをテ
クノシステムと呼んだ。筆者は、これを専門家システムと呼んでいる。このようなシステム
が形成される基盤は、信頼以外に無かった。しかし、最近では専門家の間でも、同じリスク
に対する意見が分かれ、一致に到達することが困難となっている。かかる事態の中で懐疑主
義が蔓延し、専門家システムに対する信頼が揺らぎ、薄らいでいる。 
 これと平行して、これまでリスク管理の中心となってきた国家が、「想像を絶する事故」に
遭遇して機能不全となる様相を顕箸に露呈している。そのような事態が発生する原因を、筆
者は、福祉国家におけるリスク管理の問題性として、国家はリスクを一元的に定義し、一元
的に対応せざるをえない構造にあることに求めている。最近に至って「リスクの再個人化」
が叫ばれているが、しかしそのメッセージが国家の側から発せられ、リスクも国家が一元的
定義をしている限り、問題構造の本質は変わらないという。災害リスクは、非日常性、被害
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原因の複合性、被害の可視性などの特徴をもち、一元的な対応を図ろうとする国家と、実存
的に被害を受けて「やりきれない思い」をする個人との間のギャップは、開くばかりである。
そのようにして発生する問題を、課題設定段階、（政策）形成段階、実施段階に分けて詳しく
検討している。例えば政府のプログラムは縦割り的に作られ、必ずしも専門的知識が十分に
反映されるとは限らず、住民は政策領域間の「クレバス」に陥るばかりでなく、形成過程か
ら住民が排除されることなどが指摘されている。 
 筆者は、以上のような分析結果と認識に立って、「国家の枠組みにとらわれない防災政策」
を提案する。筆者の問題意識をそのまま引用すると、次のようになる。「災害リスクは、国民
国家の日常的な政策過程を通しては十分な形で管理されない。近代以降、国民国家を支えて
きた思想に基づいて、国家が国民の安全を考え、国民の要求を極大化し、その手段として必
要な資源を集中し、「生」の在り方を規格化するという関係が作られてきた。それは、国家が
個人のリスクを全面的に管理しているかのように装う関係であり、個人が行政サービスの消
費者として規定され、直面するリスクに対峙する能力と気力が失われていく関係に帰着した。
このような関係では、災害から人間の生命や財産を守ろうという行為に必要なエネルギーは
振り向けられない」と。そしていささか前後関係に脈絡が欠けているが、一つの論題として、
「官僚制や企業が断片化し、社会が圧倒的な権力センターを持たない『中心なき社会』に向
かうと、一つのアクターが保有する資源が限定され、問題解決能力が低下する」、という点が
掲げられている。 
 国家の枠組みにとらわれない防災政策を担うものとしては、個人のレベルとネットワーク
ないしそのガバナンスのレベルの議論が展開されている。まず個人については、前後関係が
遡るが、様々なリスク状況に直面しながら、「個人は、専門家ですら異なる評価を下している
リスクを自分で解釈し、人生の選択場面に置いて、様々な知識を収集・再点検して、知識に
対する技能を高めることになる」と述べている。そのように自分の中で形成し、再形成する
知識を拠り所とすれば、機能不全に陥った社会関係の再構築につながり、新たな「能動的信
頼」を築いていく端緒となる、と言う。その論拠として、ジョン・ロウルズの社会的基本財
の概念を退け、アマルティア・センの「基本的潜在能力の開発」という概念を取っている。 
 第二のレベルとしては、「流体化した近代」において機能不全に陥った福祉国家ないし行政
国家またはそのガバメントに代わって、政策ネットワークを提唱している。組織のフラット
化ないしリーン組織化を前提として、一つには決定的に事態に対処する能力を欠いた複数の
組織体ないし単位が、それぞれの権限と資源を持ち寄り、情報の相互コミュニケーションと
調整を図りながら、急激に変化する状況への対応が求められる。個人と政策ネットワークと
の関係は、次のように説明されている。「個人が直面するリスクを各々の価値観に基づいて評
価し、『基本的潜在能力』の平等な配分を理念として、他者のリスク（たとえば国内の社会的
弱者や途上国の人々が直面している災害リスク）に配慮しながら、地域レベル、国レベル、
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グローバルレベルにネットワークを形成していく。都市は閉じた『要塞都市』としてではな
く、開かれた公共空間、ネットワークの場として再登場し、個人に投げかけられたリスクを
受け止めていく」と。問題は、そのネットワークの中で政府が如何なる役割を果たしていく
かであるが、人々の同一の状況環境の創出と、誰もがアクセスしうる「公共圏」を育成する
役割を期待している。政策ネットワークの詳細な説明は、次章に譲られている。 
 第 3章「防災政策と政策ネットワーク論」は、政策ネットワーク論の紹介とその詳細な分
析に費やされている。政策ネットワークに関わるアクターがどのような関係の下で行動する
のか、この点を整理する分析枠組みとして、政策ネットワーク論が有効であろうとの考えか
ら、政策ネットワーク論を様々な角度から分析する。まず政策ネットワーク論が、「国家と社
会の融合」と「国家と社会の断片化」という二つの視点に立った社会観を持っているとする。
ネットワーク理論に影響を与えたレヴィ＝ストロースの理論に依拠して、国家と社会の融合、
協働、浸透が論じられるが、そのような結合ないし融合が行われる前に政策ネットワ－クが
形成される必要があるとしているから、筆者も十分承知していることとは思うが、国家の機
能不全を論じた後ですぐ国家と社会の融合を論じるのは、いささか早急に思える。何故なら、
機能不全を起こした国家ないしその政府が、そう容易に社会との融合を達成するとは思われ
難いからである。このような論理の飛躍をするところに、政策ネットワーク論の眼界がある
ように思われる。確かに、中心が存在しない社会においては、資源が分散して存在すること
は事実である。それだからこそ、ガバメントに代わるガバナンスも必要となるのであろうが、
もともと協働や協同行動が自動的に達成されて融合に至る、と考えるのはいささか楽観的過
ぎる。 
 政策ネットワーク論は、アメリカで支配的であった多元主義理論やヨーロッパ諸国や日本
に適用されるネオ・コーポラティズムと類似する側面を持って発展してきた。しかし、政策
ネットワーク論は、アククー間の関係をある程度構造化して捉える点で、多元主義と異なり、
さりとてコーポラティズムのように固定的な安定した関係を措定しないとされる。また、政
策ネットワーク論とイシューネットワーク論の違いにも触れられている。前者が政策コミュ
ニティのようなものを想定しているのに対し、イシューネットワークでは、多数の参加者の
参入・退出が激しく繰り返される。しかし、両者には共通性も多々あることが強調される。
政策ネットワークは、政策セクター毎のメゾレベルの分析を可能にするという。 
このことが、防災政策を全体構造として分析するために有効とする理由であるとする。そ
してそれが故に、防災政策の形成と実施のプロセスの過程分析と政策内容の分析が結合され
る可能性が高いと見る。またこの枠組みを利用することによって、政策ネットワーク論者が
共有する社会観を防災政策に当てはめることが、容易になると言う。更に、政策ネットワー
クの資源の概念が、防災政策全体の作用を説明するのに有効であるとする。防災政策の解明
に政策ネットワーク論を利用する筆者の意図は、以上のようなところにある。 
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 次に、筆者は政策ネットワークの構造の分析に着手している。まず政策ネットワークがど
のようにして形成されるかが問題となるが、特定の政策領域においてある程度安定した関係
としてそれが形成されるためには、単に利害の一致だけでは不十分で、法的制度の存在が重
要であるとする。法的制度はメタポリシーの問題であるが、それを形成する能力の高い官僚
や与党政治家などのアクターは、当然に特別の「力」を持つこととなる。勿論、法的制度が
予定したネットワーク関係と、実際に形式されるネットワーク関係との間にはズレが生じる。
筆者は指摘していないが、フイリップ・セルズニクは、この実際に行われる行動のパターン
こそを、制度と呼んだ。アクターは、それぞれネットワークに参加する動機を持っており、
自己の利益を図る自由を有している。従って、参加することで自分の利益を果たすことがで
きないと判断すれば、離脱する。その自由が保障されているところに、ネットワ－クのネッ
トワークたる所以がある。このようにして、ネットワークは自発的変化を遂げていくダイナ
ミックな存在であるとされる。それならば、そのネットワークにある社会問題の解決を確実
に期待することは困難とならないであろうか、というのが筆者に対する素朴な疑問である。 
 次に筆者が対象とする防災ネットワ－クの性格付けに移るが、それは政策コミュニティよ
りもイシュー・ネットワ－クに近い存在であると言う。しかし、防災ネットワークは、「内的
な秩序」を持ち、遥かに安定的に機能している。その第一の理由は、アククー間の関係を規
定する多数のプログラムが存在していることであり、第二の理由は、その中に存在する無数
のアクターがある程度組織化されていることに求められている。政策ネットワークは、その
中核を担う核ネットワークの他に、他の政策領域で形成されている既存の政策ネットワーク、
およびメタポリシーレベルの政策変更をなしうるメタコミュニティが相互に連携して成り立
っているとされる。 
 防災政策ネットワークも、他のネットワークと同じように社会に分散している資源を調
達・動員するシステムである。その資源として、①法的権限、②正当性、③組織、④資金、
⑤情報、⑥人材が挙げられている。このうち、特に人材は他の資源を戦略的に活用する手段
として重要である。これらの資源がネットワークに集められ、アクターの活動が集積するこ
とによって社会的問題の解決が図られ、そのアウトプットとなる。そのような転換のための
メカニズムとしてのネットワークは、常に変動する環境に適合しながら社会問題の解決に必
要なアウトプットを生み出していかなければならない。その政策ネットワークも機能不全に
陥ることがあることを、筆者は指摘している。その理由の第一は、ネットワークの閉鎖性で
ある。ネットワークは、問題解決に必要なための資源を調達するためにより多くの参加者を
引き込まなければならないが、あまり多くに参加者が集まると、かえって「目的のすり替え」
が起こる危険性が高まる。そこで既存の参加者と対立する価値観や目的を持つ参加者は、排
除される傾向が高まる。このようにして閉鎖的となると、必要なだけの参加者が集まらない
こととなる。第二の理由は、ネットワークの内部で資源の移動が円滑に行われないことにあ
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る。 
 政策ネットワークが機能不全に陥ることを防止するためには、ときに対立するいくつかの
要素の間のバランスを考えておかなければならない。第一は、ネットワークの目的と参加者
の目的との間のバランスである。第二は、凝集性と解放性との間のバランスである。その他
に取引コストの問題も考慮に入れておかなければならない。ヒエラルキー的組織においては、
ネガティヴな調整を行うことによって取引コストを最小化することができるが、ネットワー
ク的な関係において市場をモデルとしたポジティヴな調整を行おうとすると、多大な取引費
用がかかると言われている。結局ネットワ－ク管理は、ヒエラルヒー管理よりもはるかに難
しく、この問題の解決には信頼関係の構築以外にはない、というが筆者の意見である。 
 これまでは論文の約半分を費やして概念的フレームワークの説明に当てられてきた。いよ
いよ次章から、日本の防災政策が、防災政策ネットワークという分析フレームワークを実際
に使って論じられる。 
 第 4章「災害対策基本法の制定過程」では、日本の防災政策ネットワークの基本構造が形
成される契機となった災害対策基本法の制定過程が詳細に描かれ、日本の防災体制において
「ネットワーク志向」が追求されるようになった経緯が示されている。日本において防災政
策が一つの固有の政策領域として認識され、様々な主体の行為を総合しようとする試みがな
されたのは、1950年代に入ってからであり、その一つの解答が、1961年に制定された「災害
対策基本法」であると言う。同法は、防災会議や災害対策本部の設置による「組織化」と、
防災計画の策定による「プログラム化」という二つの手段に基づく調整により、総合的な防
災体制の確立を目指した。その背景として筆者が重要視するのは、「60 年安保」に象徴され
る当時の政治的状況と、「伊勢湾台風」をピークとする災害対策論議の流れである。まず前者
について災害対策基本法の草案の検討は、岸内閣において始められ、池田内閣の初期の国会
に提出された。それは、日本の自民党政治における政治路線から経済路線への転換期に位置
しており、60年安保の混乱の中から、自民党が権力を国民の前に露出して見せることの危険
を学んだ時期に相当していた。このことは、災害対策基本法の内容と審議過程に影響を及ぼ
さないわけはなかった。また、そこには戦後の防災政策の流れも影響していた。戦後の日本
は治水を中心として防災対策を進めてきたが、それにも拘わらず、1959年の伊勢湾台風によ
り、5000人以上の死者を出すなど、大災害に及んだ。同年 10月 26日に招集された第 33回
臨時国会において、省庁間、政府と自民党、与党と野党との間で特別立法の制定を巡り激し
い攻防が繰り広げられ、関係者は、激甚災害の復旧に関する特別措置について恒久的立法を
制定する必要を痛感した。これこそが、災害対策基本法制定の直接の契機であったとされる。 
この災害対策基本法が制定された過程も、詳細に跡付けられている。伊勢湾台風後、岸首
相の指示によって内閣審議室において準備した法案は、自民党により拒否される。その一方
で、発足間もない自治省も独自案を検討し、結局それに基づいて法案が策定されることとな
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った。その過程で法案は修正を止む無くされるが、1961年 5月 26日に国会に提出の運びと
なった。一度は、審議未了で廃案となったが、再提出され、活発な議論の末、1961 年 10 月
31日に成立した。法律から削除された第八章が再挿入された改正法は、翌年成立した。これ
に基づいて設立された防災会議が、1963年 6月 14日に防災基本計画を決定して、日本の防
災体制のスタートとなった。 
 次いで、基本法を契機に形成されていった防災政策ネットワークが描かれている。様々な
理由からガバメントを志向する路線が放棄され、「ネットワーク志向」によって社会に分散し
ていた資源を集めるという模索がなされた痕跡が、基本法には見られると言う。基本法は、
組織によるコントロールと計画によるコントロールを両輪として、防災活動の総合化を目指
したものの、それは極めて限られたものであった。他方、このような緩やかな関係を通して、
防災体制を緩やかなネットワーク状に全国に広げていく構想があったとされる。ただ、①そ
のための十分な誘因を提供できなかったこと、②自治体の防災担当部局と消防機関が切り離
されていたこと、③既存の政策コミュニティが境界を越えて必要な資源を供給するメカニズ
ムが未だ整っていなかったこと、などの問題があった。結局、日本の防災体制は、「弱い核ネ
ットワークと強い既存の政策コミュニティ」という構造的特徴を強めていくことになる、と
いう点が差し当たりの結論として提示されている。 
 第 5章「阪神・淡路大震災と防災ネットワーク」は、第 3章で示された政策ネットワーク
分析を活用し、阪神・淡路大震災において日本の防災体制がどのように機能不全を起こした
かという問題と、その後の改革によって機能不全に陥った構造が改革されたのかという問題
が、検証されている。高度経済成長時代に都市構造の災害に対する脆弱性は高まっていたが、
他方、自民党の利益誘導政治の定着により、与党議員たちが、省庁の局や課を中心に形成さ
れてきた既存の政策コミュニティに取り込まれ、正当性という資源を調達するという構図が
できあがっていた。その他の要因も重なり、防災体制は阪神・淡路大震災を契機として機能
不全を露呈してしまった。発生した問題は、四つの局面毎に示されている。まず予防局面で
は、①山の造成や海の埋め立てにより災害脆弱性の高い土地が開発される一方で、都市の内
部には有効な投資が行われなかったこと、②建物の耐震基準が遡及的に適用されないため、
市街地に既存不適格建築物が多く存在していたこと、準備局面においては、①地震対策の想
定を震度 5に設定していたために、様々な準備策が不十分であったこと、②消防ポンプ車の
台数や職員数が消防庁の基準を満たしてなかったこと、応急局面においては、①知事や市町
村長、自治体職員の参集が遅れたこと、②交通規制の失敗により渋滞が頻発し、負傷者の救
急搬送、消防応急車両の通行、救援物資の輸送に支障をきたしたこと、③自衛隊の災害出動
が機動的に行われなかったこと、④総理大臣や防衛庁長官の危機意識が希薄であったこと、
復旧局面では、①避難所・仮設住宅の設置や運営が住民と乖離していたこと、②復興まちづ
くりが国と自治体との関係において集権的に行われ、住民と行政の間に十分な信頼関係が築
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かれなかったこと、などが挙げられている。 
 更に、第 3章で提示された政策ネットワークそのものが機能不全に陥る二つの要因に従っ
て、防災政策ネットワークの問題性が指摘されている。第一に、ネットワークの解放性が不
足していてネットワークの目的を実現するために必要な資源を持つ主体を十分取り込むこと
ができず、資源に不足が生じたことが指摘され、ネットワークに十分惹きつけられなかった
主体として、①近隣住民と地域社会、②ボランティアと NGO、③民間企業、④海外の国々、
⑤自衛隊、⑥国会議員、⑦科学者が取り上げられている。第二の原因として、ネットワーク
の内部が高度に構造化し、資源の移動が円滑に行われなかったことが挙げられている。この
問題を、メタコミュニティの弱さ、既存の政策コミュニティの強固さ、核となるべき主体間
の関係の希薄さから検証され、様々な原因が究明されている。 
 阪神・淡路大震災後、防災体制は見直されていくが、国レベルの対応としては、災害対策
基本法の改正、防災基本計画の改定、情報収集・伝達システムの整備を中心とする初動体制
の見直し、自衛隊の災害出動手続きの見直し、地震予知体制の見直し論議、災害者生活再建
支援法の制定等がなされた。自治体レベルの対応としては、地域防災計画の見直し、警察や
消防などの広域応援体制の整備などであった。このようにして、問題は一応解決ないし緩和
されたかの如くに見えるが、問題を生む元凶となった「関係性」、つまり「強い既存の政策コ
ミュニティと弱い核ネットワーク」という日本の防災ネットワ－クの構造特徴は、そのまま
の形で維持されている、というのが筆者の結論である。 
 最後に、阪神・淡路大震災の経験を踏まえ、日本の防災ネットワークに起こりつつある構
造変化について展望している。国のレベルにおいては、省庁の再編成により内閣府が置かれ、
中央防災会議がその機関となり、事務局も国土防災局から内閣政策総括官に移った。しかし、
このような一連の動きも、防災政策ネットワークの構造を好ましい方向に変化させるもので
はない、という批判的な評価を下している。他方、震災後、専門家集団のネットワーク化、
地域や国際 NGO の成長、地域社会の再活性化、地域レベルのネットワークの形成とエンパ
ワーメントの動きなどが観察され、防災政策ネットワークの機能が向上する「芽」が育ちつ
つあることに、期待を寄せている。「ガバメント」を志向したこれまでの政策を転換し、ネッ
トワーク的な関係を構築する戦略を取れば、市町村の防災担当者、消防関係者、警察、政治
家などが果たすべき役割も自ら見えてくる、と指摘する。これからは、リスク管理の再個人
化が要求されることも予想されるが、しかし、そのためには、①国家がセイフティネットと
して「基本的潜在能力」の平等配分の観点を重視し、個人の「生」の多様性に配慮しながら
生活を保障すること、②個人が選択的に地域社会や NPO／NGO などに属して頁献し、そこ
から貢献に見合ったサービスを受けられるように、市民社会が成熟すること、および③リス
クを自己の責任で認識し対応するのに十分な質の高い情報が一般に理解可能な言葉で提供さ
れ、質の高い「公共圏」が形成される、という三つの条件が必要であるとする。 
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【論文の特徴と評価】 
 これまで見てきた通り、阪神・淡略大震災に直面して機能不全に陥った日本の防災体制の
全貌を、関係するアクター間の「関係性」として捉え、その関係性がそのまま維持されたな
らば、再び同じ失敗を繰り返す可能性が高いという認識から、その関係性を変更する戦略を
模索するのが、本論文の意図したところであった。 
 そのため、理論的側面と実証的側面論との双方からのアプローチがなされた。理論的側面
では、阪神・淡路大震災に際して防災システムが機能不全に陥った原因を、単に直接の引き
金となった要因だけではなく、国民国家としての近代国家の在り方が安全に対してどのよう
な取り組みをしてきたのか、この点をその背景となる思想までも含めて踏み込んで分析して
いる。近代国家は、産業化の進展に対応した自由主義的な在り方から、福祉国家、そして行
政国家へと進展してくるが、その過程でますます深刻化してきた危機とリスクの管理を社会
化し、国家の課題として取り上げて行く。しかし、国家が社会的諸問題を処理するために用
意した官僚制は、合理性を貫徹するための分業体系として縦割り的に組織されており、組織
横断的プログラムを扱うことを不得意としていた。加えて、福祉国家の要請である平等と普
遍性の原則に対応するためには、行政は全国画一的に営まれ、国民に「安全」を提供するた
めには不十分な能力しか持ち得ないものであった。それが、阪神・淡路大震災に直面して防
災システムの齟齬が生じた遠因であった。本論文は、防災政策というメゾレベルの問題に焦
点を当てているが、問題の背景を深く掘り下げて分析しようとしたところに一つの特徴があ
り、第一に評価されるところである。 
 第二に、その機能不全をガバメントの失敗として捉え、それに代わるにガバナンスを取る
ことによって、問題に対する解答ないし戦略としようしたことが、特徴である。ガバメント
とガバナンスの違いは、後者に係わるアクターが官民を問わず広く存在していることにあり、
現代ではむしろ当然のこととなっている。しかし筆者の場合、それを政策ネットワーク論と
結び付けて論じているところに、特徴がある。政策ネットワークは、「国家と社会の融合」と
「国家と社会の断片化」をその社会観として成立すると言う。しかし、とかくガバナンス論
にありがちなガバメントを否定ないし無視する態度は取っていない。 
 従って第三に、防災政策ネットワークの構造として、防災政策の立案と実施に直接係わる
「核ネットワーク」を中心としつつも、防災政策に関連する分野で形成されている「既存の
政策コミュニティ」、および国そして地方のレベルで政策領域を総合調整し統合する「メタコ
ミュニティ」をセットとして捉え、一般に陥りがちな断片化の欠点を避けている。特に防災
政策の分野においては、法律や全国的なプログラムが重要な役割を果たすが、その制定や策
定に係わる内閣、都道府県知事、市町村長などからなるメタコミュニティの重要性が指摘さ
れている。 
 第四の特徴は、以上のような分析の枠組みをしっかりと据えて実証的分析を進めているこ
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とにある。例えば日本の防災政策は、1961 年 10 月に制定された「災害対策基本法」をベー
スに形成されていくが、防災政策の中心となるべき内閣の脆弱性や大臣の能力不足によって
「メタコミュニティ」が必要な力を発揮しえず、自民党を中心として確立した利益誘導政治
のために「既存の政策コミュニティ」の発達が阻害されていたこと、このことが防災システ
ムのうまく作動しなかった原因として挙げられている。筆者の主張する制度変更は、これら
のシステムの強化を意味する。省庁再編により内閣府が設置され、防災政策の要となるべき
中央防災会議がその中に含まれることによって、一応フォーマルには制度変更がなされた。
しかし、その制度変更が行為のパターンの変更に繋がらなければ、新制度論の期待する真の
意味での改革がなされたとは言えない。「既存の政策コミュニティ」にもあまり大きな変化が
期待されえないものの、専門家集団のネットワ－ク化、地域・国際 NGO／NPO の成長、地
域社会の再活性化とエンパワーメント、これらの中に防災政策ネットワ－クがうまく機能す
る芽生えがある、と期待している。 
 第五の特徴として、筆者は実証的な研究を行いながら、規範的な問題への配慮を怠らず、
それに基づく政策提言を行っていることがある。最も重要なのは、福祉国家で社会化された
災害リスクが再個人化される時代的な風潮の中で、セイフティネットの整備や高質で必要な
情報の提供、およびハ－バマスのいう「公共圏」の形成などを提案している点である。特に、
筆者が重要視するのは、危機に直面する各人がそれぞれの「生」を自分の仕方で生きること
を可能ならしめるように、アマルティア・センが主張する「基本的潜在能力」を平等に保障
することである。 
 本論文を審査する過程で、いくつかの疑問が生じたことも事実である。そのうちの顕著な
ものの一つは、筆者が国家の機能不全の原因の一つとして挙げた官僚制の縦割り主義は、政
策コミュニティが形成される基盤となっており、政策ネットワークそれ自身がその焼き直し
とはならないのか、という疑問である。確かに筆者は、メタコミュニティや既存の政策コミ
ュニティの充実と育成によってその欠陥が解消される、と期待している。しかし、それでは
ガバメントとガバナンスのどこが本質的に違うのか、という疑問が残ってしまう。 
 また、筆者が政策として最も期待するのは、「基本的潜在能力」を各人に平等に涵養するこ
とであろうと思われるが、それには方法論が伴っていないことも想起しなければならない。
また、筆者はハーバマスの「公共圏」の形成の責任を政府に期待するが、そもそも国家と社
会の中間に位置して社会の意見を国家に伝えるものとした「公共圏」は、抽象的な概念であ
り、国家や社会そのものが抽象的な概念で実態を持たないと同じように、実態の希薄な概念
である。百歩譲ったとしても、「公共圏」の形成を政府に期待することは、時代の流れに逆行
することになる惧れがある。しかし、以上の疑問は解くに解けないパラドックスであり、筆
者に対する無理な注文であるかもしれない。 
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【結論】 
 審査委員会は、上記の論文を慎重に審査し、長所と短所を総合的に判断した結果、博士（政
治学）の学位を授与するに十分値するものと判断し、推薦することに決定した。 
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